プライバシーの権利をめぐる司法消極主義と積極主義 (二) : 公機関による侵害に焦点をあてて by 中谷 実












































































を充足しており，憲法 13条に反しないという。憲法 21条 1項， 37条 1
項， 14条違反の主張も斥け，有罪とする 3)。
(3) S-59. 6.14 <指紋{収集]/刑事〉横浜地判昭和 59年 6月14日4)(判時

















判決「の趣旨に徴して明らかJという。憲法 14条， 31条， 35条， 37条違
反の主張も斥け，上告を棄却する。
(5) H-14.6.27 <指紋日文集]/国賠〉最 1判平成 14年6月27日5)(①-? H-
10.3‘26 (指紋【収集1国賠)大阪地塑U，②→ H-13.4.18 (指紋[収集1/国際)大阪高判)は，
指紋押捺制度の合憲性について， 44年判決等の趣旨に徴して，指紋押捺制
度が 114条 l項が憲法 13条， 14条に違反するものでない」とし，最 l半日平































し， H-14.6.27 <指紋[収集]/1翠賠〉最 l判は， 44年判決等の「趣旨に徴して




5-59.6.14 (指紋[収集]/刑事〉横浜地判は，最大判昭和 53年 10月4日(民































































































































































































































39年 7月4日(刑集 23巻 12号 1655頁)， 2審，大絞高半u昭和 40年 4月27日(刑
主義 23巻 12号 1660頁)において有罪となった被告人は，土台理由において，京都市
公安条例は遼怒であるがゆえに，写真撮影行為は適法な織務行為でないと主張する































































9) 鴨良弼・別冊ジュリ 51号 39頁(1976)。
10) 嶋野幸雄・'iJIJ冊ジュリ 186号43頁 (2007)。
11) 森井際・別冊シ、ュリ 89号27][(1986)。
12) 井 t正仁・警察研究 62巻 8号 29頁 (1991)。
13) 井上・前出注 12)30 ]言。



















15) 戸松秀典・判例セレクト 86(法教77号別冊付録)9頁 (1987)，同旨として、三
井誠・法教70号108頁(1986)参照。
16) 古川純・ジュリ臨増838号 10頁(1985)。


















































































に適合するJという。憲法 14条， 21条 l項， 31条， 37条 l項違反の主張
も斥け，有罪とする。
(6) S-59. 7.17 <自動車【収集】/市事〉東京高判昭和59年7月17日(半締1138
号 1551'f，①→ 5-59. 10. 12 <自動車【収集]/刑事)東京地判，③→5-61.2.14<自動車[収
集]/刑事〉最2判)は，写真撮影が憲法 13条に違反するとの被告人の主張につ
いて，本件事例は， 44年判決のいう 3要件を充たすゆえ， I本人の同意がな









でないとする。憲法 21条 1項， 31条に違反するとの主張も斥け，控訴を棄
却する。
(7) ふ59.8.29(指紋{収集]/刑事〉東京地判昭和59年8月29日前(判時ll25























して，憲法 13条に反しないj という。憲法 H条， B規約 26条違反の主張
も斥け，有罪とする。
(9) ふ61.4.24<指紋[収集]/刑事〉神戸地判昭和 61年4月24住10) (判タ
629号 212頁，②→ H-2.6.19<指紋{収集]/刑事〉大阪商判，③→ H-07.12.15<指紋{収



















(10) H-5. 9. 24 (自動車{収集]/刑事〉東京高判平成5年9月24日11)(判時
1500号 192頁)は，自動車の運転者らに速度違反自動監視装置の設置が事前
に告知されていないことは憲法 13条に違反するとの被告人の主張につい














(11) H-13.4.18 (指紋[収集]/国賠〉大阪高判平成 13年4月18日12)(判持
1755号 79頁，①→ H-10.3.26<指紋【収集】/国賠〉大阪地事U，③→ H-14.6.26<指紋【収
177 
集]/国賠)最 I判)は，指紋押捺制度が憲法 13条に違反するとの主張につい
て， 44年判決， H-7.12.15 <指紋【収集JI刑事〉最 3判等を援用し，指紋押捺
制度の f立法目的には合理性があり，かつ，必要性も肯定でき，その強制も
罰郎による閤接強制にとどまるものであって，許容される限度を超えて精神
的，肉体的に過度の苦痛を伴うものとまではいえず，憲法 13条， 38条 l項
に違反するとか，あるいはプライパシー権を違法に侵害するというものでは
ないJとする。 また，最 1判王子成8年2月22日(((消極主義II))ト)注 6)参照)

















































5-59.8.29 <揺紋[収集]/刑事〉東京地判， 5-60.8.23 <指紋[収集]/刑事〉福岡
179 



































































































































































































































5) オーピス 3擬影の速度監視訴訟(前出ー注 15)参照)。
6) オービス 3撮影の速度数視訴訟(前出一注 15)参照)。





































































































































22) 庭!lJ英雄・別問ジュリ 3号 133頁 (1971)。
23) 椎橋隆主幹・判評263号(判持982号)214 fi[ (1981)。











(1) ふ61.2. 25 (指紋{収集]/刑事〉陣山地判昭和 61年 2月25日1)(判タ
596号 87頁)は，指紋押捺制度が憲法 13条に違反するとの被告人の主張につ
いて， r国が正当な理由なく個人に指紋の押なつ義務を課しこれを強制する















ふ61.2.25(指紋{収集]!刑事〉岡山地判は，前述《消極主義 II)ト)C (1) 
















S-61. 2. 25 (指紋[収集]/刑事〉関山地判は， ((消極主義II) ~ニ.)C(2)(c)(サ
で、扱った判決と問自。
(ウ) 指紋押捺以外の代替手段は，効能において劣る
S-61. 2. 25 (指紋[収集]/刑事〉関山地判は， ((消極主義国》ト)C (2) (c)(坊
で、扱った判決と同旨。


































3) 5-61. 2. 25 <指紋【収集】/刑事〉岡山地判は， ((消極主義II)cコC(2) (c) (-ク)で扱っ
た判決と向E30
4) 笹川紀勝・ジュリ 866号 141]室(1986)。






















して制度の合理的性，必要性を肯定し， r憲法 13条に反する点はないj とい















































S-63. 3.16 <指紋[収集]/刑事〉名古屋高判は，前出《消極主義II)(コC(2) 
(c)同で、扱ったふ59.8.29<指紋{収集]/刑事〉東京地判と同旨。

















































4) S-63. 3.16 (指紋【収集J/刑事〉名古屋高判は， ((消極主義IIl))cこ)C(2) (c) (めで
f及った判決と同旨。






















(1) H-2.11.29 <指紋【収集]/国賠〉横浜地川崎支判平成2年 1月29日1)































































2) H-2.11. 29 <指紋【収集】/国賠)横浜地川崎支判は， <<消極主義IlI))(ニ.)C (2) (c) (ク)
で、扱った判決と向旨。
















(1) H-6. 5.19 <確認{収集1/刑事)大販高判平成6年 5月四日1)(刑集51










































同確認申請制度は，憲法 14条 (B規約2条， 26条)違反でない



































の合理的な裁量の範囲を逸脱するものとは言えJず， 118条 l項 l号ー が，苦手刑の均衡
を失し， Z立法 31条に違反するとの所論も理由がないj という。また， 18条 I項 1
号が，明文そもって過失犯の処罰を規定していないのに処罰するのは罪刑法定友義
に違反するとの主張について， IW同法 11灸 l項の規定に途反して問項による中詩そ
しない』こと自体は，故意， );!ll失のいずれによっても実現され得る不作為でありJ，
f同法 18条 1碩 1号の文理解釈から，同条項の処罰対象には過失によるものをと会む
と解することは十分可能である。そして，諜せられている確認申請義務の義務内容
に照せば， ことがらの性質上，その違反は過失によって犯されるものが大学である
と考えられん 118条 l項 1号は，過失犯をも処罰する趣旨であると解するのが，実
質的にも合理的であるj として斥ける。









5) H-6.5.19 (確認[収集]/刑事〉大阪商判は， I磁認申請制度が必要かつ合理約な制
度であると認められる以上， その予定効性を担保するためどのような措置をナ取るべき
か，制裁制度'e設けるとして，行政罰にすべきか刑事罰にすべきかは，基本的に
は，立法府が，諸般の事情を考量して合理的な委託量によって決すべきことがらであ
り，立法府の裁選が明らかに合理約範囲を逸脱していると認められない限札立法
府の判断が尊議されるべきj という。
205 
